
○浦安市大規模土地取引行為等に関する条例施行規則 

令和２年８月27日 

規則第67号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、浦安市大規模土地取引行為等に関する条例（令和２年条

例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（届出） 

第２条 条例第３条第１項の規定による届出は、浦安市大規模土地取引行為に

関する届出書（別記第１号様式）により行うものとする。 

２ 条例第４条第１項の規定による届出は、浦安市大規模土地開発事業に関す

る届出書（別記第２号様式）により行うものとする。 

３ 前２項の届出書には、次に掲げる図書を添付するものとする。 

(1) 土地の案内図 

(2) 土地の公図の写し 

(3) 土地の登記事項証明書 

(4) 土地及びその周辺の写真 

(5) 市長が必要と認める図書 

（全体として一体性があると認められる場合） 

第３条 条例第３条第２項に規定する全体として一体性があると認められる場

合とは、次のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 一の土地権利者が一団の土地を一括又は分割をして大規模土地取引行

為をする場合 

(2) 一の土地権利者が所有する、隣接し、又は近接した土地において、先に

行われた大規模土地取引行為に係る浦安市宅地開発事業等に関する条例

（平成18年条例第７号）第15条第２項の規定により検査済証の交付があっ

た日の翌日から起算して１年以内に、当該土地と隣接し、又は近接した土

地の大規模土地取引行為をする場合 

２ 条例第４条第２項に規定する全体として一体性があると認められる場合と

は、次のいずれかに該当する場合とする。 



(1) 一の土地権利者が一団の土地を一括又は分割をして大規模土地開発事

業をする場合 

(2) 一の土地権利者が所有する、隣接し、又は近接した土地において、先に

行われた大規模土地開発事業に係る浦安市宅地開発事業等に関する条例第

15条第２項の規定により検査済証の交付があった日の翌日から起算して１

年以内に、当該土地と隣接し、又は近接した土地の大規模土地開発事業に

係る届出をする場合 

（公表） 

第４条 条例第３条第３項及び第４条第３項（条例第５条第２項後段及び第３

項後段並びに第７条第２項において準用する場合を含む。）の規定による公

表は、それぞれ届出があった後、速やかに市のホームページに掲載するとと

もに、都市計画課の事務室に公表内容を記載した書類を備え、当該書類を閲

覧させて行うものとする。 

２ 条例第５条第６項（条例第７条第５項において準用する場合を含む。）及

び第８条第３項の規定による公表のうち大規模土地取引行為に係るものにつ

いては、当該大規模土地取引行為の後、速やかに市のホームページに掲載す

るとともに、都市計画課の事務室に公表内容を記載した書類を備え、当該書

類を閲覧させて行うものとする。 

３ 条例第５条第６項（条例第７条第５項において準用する場合を含む。）及

び第８条第３項の規定による公表のうち大規模土地開発事業に係るものにつ

いては、条例第５条第５項（条例第７条第５項において準用する場合を含む。）

の回答又は条例第８条第２項の提出があった後、速やかに市のホームページ

に掲載するとともに、都市計画課の事務室に公表内容を記載した書類を備え、

当該書類を閲覧させて行うものとする。 

（指導及び助言） 

第５条 条例第５条第１項から第３項まで及び第７条第４項の規定による指導

及び助言は、浦安市大規模土地取引行為に関する指導書（別記第３号様式）

又は浦安市大規模土地開発事業に関する指導書（別記第４号様式）により行

うものとする。 

２ 条例第５条第５項（条例第７条第５項において準用する場合を含む。）の



規定による回答は、当該指導書を受領した日の翌日から起算して14日以内に、

浦安市大規模土地取引行為等に関する回答書（別記第５号様式）により行う

ものとする。 

３ 条例第５条第１項及び第２項並びに第７条第４項の規定による指導及び助

言（大規模土地取引行為に係るものに限る。）を受けた土地権利者は、大規

模土地取引行為に際し、当該指導及び助言の内容を当該大規模土地取引行為

の相手方である譲受人（予定にある者を含む。）に伝達するものとする。 

４ 前項の規定による伝達を行った場合には、当該土地権利者は、当該伝達を

行った旨を記し、並びに自己及び当該譲受人（予定にある者を含む。）の記

名押印をした書面を、速やかに市長に提出するものとする。 

（標識の設置） 

第６条 条例第６条第１項の規定による標識（以下「標識」という。）の設置

は、次に掲げるところにより行うものとする。 

(1) 標識の大きさは、縦40センチメートル以上、横58センチメートル以上で

あること。 

(2) 標識は、当該土地が接する道路に面した見やすい場所に２か所以上設置

すること。 

(3) 標識は、大規模土地取引行為又は大規模土地開発事業の届出を行った日

から起算して14日以内に設置すること。 

(4) 標識の設置期間は、前号の規定による設置をした日から浦安市宅地開発

事業等に関する条例第７条第１項の規定による標識を設置する日までとす

ること。 

(5) 標識は、風雨等のため容易に破損し、又は倒壊しない方法で設置すると

ともに、標識の記載事項が当該設置期間中不鮮明にならないように維持管

理すること。 

２ 標識の記載事項は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。 

(1) 大規模土地取引行為の場合 大規模土地取引行為の届出を行った日、譲

渡人及び譲受人の所在地、名称及び代表者氏名、土地の所在地及び面積、

土地に関する権利の態様並びに今後の土地利用目的 



(2) 大規模土地開発事業の場合 大規模土地開発事業の届出を行った日、事

業者の所在地、名称及び代表者氏名、土地の所在地及び面積並びに今後の

土地利用目的 

（標識の設置の届出） 

第７条 条例第６条第２項の規定よる届出は、浦安市大規模土地取引行為に関

する標識設置届（別記第６号様式）又は浦安市大規模土地開発事業に関する

標識設置届（別記第７号様式）に、設置した標識の写真を添えて行うものと

する。 

（変更） 

第８条 条例第７条第１項本文の規定による届出は、浦安市大規模土地取引行

為に関する変更届（別記第８号様式）又は浦安市大規模土地開発事業に関す

る変更届（別記第９号様式）により行うものとする。 

２ 条例第７条第３項の規定による届出は、浦安市大規模土地取引行為に関す

る標識設置変更届（別記第10号様式）又は浦安市大規模土地開発事業に関す

る標識設置変更届（別記第11号様式）に、変更後の標識の写真を添えて行う

ものとする。 

（市民の意見） 

第９条 条例第８条第１項の規定による送付は、浦安市大規模土地取引行為に

関する市民意見書（別記第12号様式）又は浦安市大規模土地開発事業に関す

る市民意見書（別記第13号様式）により行うものとする。 

２ 条例第８条第１項の規定により意見を寄せることができる市民は、市内に

居住する者又は市内に土地の権利を有する者とする。 

３ 条例第８条第２項の規定による提出は、土地権利者が当該意見書を受領し

た日の翌日から起算して14日以内に、浦安市大規模土地取引行為等に関する

土地権利者見解書（別記第14号様式）により行うものとする。 

（大規模土地取引等審査会の会長及び副会長） 

第１０条 浦安市大規模土地取引等審査会（以下「審査会」という。）に会長

及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき



は、その職務を代理する。 

（大規模土地取引等審査会の会議） 

第１１条 審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長になる。 

２ 審査会は、在任委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（勧告の手続） 

第１２条 条例第13条第１項の規定による勧告は、浦安市大規模土地取引行為

等に関する勧告書（別記第15号様式）により行うものとする。 

２ 土地権利者は、条例第13条第１項の規定による勧告を受諾しようとすると

きは、浦安市大規模土地取引行為等に関する勧告受諾書（別記第16号様式）

を市長に提出しなければならない。 

３ 条例第13条第２項の規定による公表は、市のホームページに掲載するとと

もに、都市計画課の事務室に公表内容を記載した書類を備え、当該書類を閲

覧させて行うものとする。 

（命令の手続） 

第１３条 条例第14条の規定による命令は、浦安市大規模土地取引行為等に関

する命令通知書（別記第17号様式）により行うものとする。 

２ 土地権利者は、条例第14条の規定による命令を受諾しようとするときは、

浦安市大規模土地取引行為等に関する命令受諾書（別記第18号様式）を市長

に提出しなければならない。 

（条例第15条の公表の方法） 

第１４条 条例第15条第１項の規定による公表は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 市役所前掲示場への掲示 

(2) 市の広報紙への掲載 

(3) 市のホームページへの掲載 

(4) 都市計画課の事務室に公表内容を記載した書類を備え、当該書類を閲覧

させること。 

２ 条例第15条第２項本文の規定による出頭の求めは、浦安市大規模土地取引

行為等に関する出頭要求通知書（別記第19号様式）により行うものとする。 



３ 条例第15条第３項の規定による通知は、浦安市大規模土地取引行為等に関

する違反事項等公表決定通知書（別記第20号様式）により行うものとする。 

附 則 

この規則は、令和２年10月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月８日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


